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4.3.2 敷地周辺の評価（１/43）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（59/101）

１．はじめに
1.1 基準地震動策定の全体フロー
1.2 申請後に得られた知見の反映や先行炉の審査を踏まえた主な変更点

２．震源を特定せず策定する地震動の検討概要
2.1 審査ガイド等の記載事項を踏まえた震源を特定せず策定する地震動の検討方針
2.2 震源を特定せず策定する地震動の検討フロー

３．全国共通に考慮すべき地震動の評価
3.1 2004年北海道留萌支庁南部地震における基盤地震動の知見を用いた検討

3.1.1 2004年北海道留萌支庁南部地震に関する知見
3.1.2 佐藤ほか（2013）による基盤地震動
3.1.3 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
3.1.4 震源を特定せず策定する地震動の評価に反映する基盤地震動
3.1.5 大間原子力発電所の地盤物性に応じた補正
3.1.6 震源を特定せず策定する地震動に反映する地震動

3.2 標準応答スペクトルに基づく検討
3.2.1 標準応答スペクトル
3.2.2 評価方針
3.2.3 模擬地震波の作成
3.2.4 代表波の選定
3.2.5 震源を特定せず策定する地震動に反映する地震動

3.3 全国共通に考慮すべき地震動の評価のまとめ

４．地域性を考慮する地震動の評価
4.1 地域性を考慮する地震動の選定
4.2 2000年鳥取県西部地震の地域性の検討
4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性

4.3.1 震源周辺の評価
4.3.2 敷地周辺の評価

4.4 地域性を考慮する地震動の評価のまとめ

５．震源を特定せず策定する地震動
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4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（60/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（２/43）

• 「4.3.1 震源周辺の評価」により，2008年岩手・宮城内陸地震は，「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係

る審査ガイド」に則る調査を実施していれば，地震発生前に震源として考慮する活断層の位置及び規模を想定可能な

地震であり，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動（内陸地殻内地震）」の評価対象に分類されるため，震源周

辺及び敷地周辺における地質構造や変動地形の類似性等の検討は不要と判断される。

• しかしながら，震源周辺及び敷地周辺が，同じ東北日本の奥羽脊梁山地に位置しており隆起傾向にあること，東日本

火山帯の火山フロント付近に位置しており東西短縮変形や鮮新世以降のカルデラ火山が認められる等の大局的な類

似性が認められることを考慮し，念のため，敷地周辺（下北半島西部）において，2008年岩手・宮城内陸地震の震源断

層に該当する伏在活断層が想定されないことを，「4.3.1 震源周辺の評価」に準じた検討フローに基づいて以下に示す。

はじめに
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検討フローに基づく資料構成

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（61/101）

(1) Ａ．一般的な活断層調査による評価

下北半島西部における，通常の活断層調査に用いられる手
法を適用した場合の予見性を評価する。

(3) Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因

下北半島西部における，断層露頭を見出しにくくさせる要因の
分布を確認する。

(2) Ｂ．地震発生ポテンシャル

下北半島西部における，地震発生ポテンシャルを確認する。

(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ

下北半島西部における，断層露頭が見出しにくい地震の発生
し易さを評価する。

(5) Ｄ．変動地形学的調査

下北半島西部における，累積的な変位，隆起量急変部及び
断層変位地形の分布を調査する。

(6) Ｅ．構造地質学的調査

下北半島西部における，累積的な変位の成因となる地殻変
動及びそれにより形成された地表付近の地質構造を調査する。

(7) 震源として考慮する活断層の位置・規模

下北半島西部における，伏在活断層の位置・規模を評価する。
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敷地周辺の伏在活断層の検討フロー

4.3.2 敷地周辺の評価（３/43）

• 敷地周辺（下北半島西部）において，2008年岩手・宮城内陸地震
の震源断層に該当する伏在活断層が想定されないことを，「4.3.1
震源周辺の評価」に準じた検討フローに基づいて以降に示す。

※１ 「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」

断層露頭を見出しにくくさせる要因調査

地震発生ポテンシャル調査

• 地盤変動をもたらす地質・地質構造の調査

変動地形学的調査

構造地質学的調査

活断層の位置・規模

位置・規模が
把握される

Ｓｔｅｐ１：地域特性の調査

Ｓｔｅｐ２：「審査ガイド」※１を踏ま えた地盤変動の調査

敷地ごとに震源を
特定して策定する

地震動を検討

伏在活断層が

想定されない

2008年岩手・宮城内陸
地震の震源断層に該当する
伏在活断層は想定されない

一般的な活断層調査

局所的な地質性状調査

大局的な地質性状調査

活構造を示唆する地質・地質構造の調査

断層露頭を見出し
にくい地震が発生し易い

該当する

該当しない

一般的な活断層調査
で把握可能

（前提となる調査）

（詳細な調査）

地域性を考慮する
地震動を検討

位置又は規模が

把握不可能
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ａ１．大局的地質構造

・火山帯
・ホットフィンガー
・地震地体構造区
・先新第三系の地質構造区

ａ２．文献活断層

・（新編）日本の活断層/活断層データベース

ａ３．地質断層

・地質図/地質構造図

ａ４．変動地形学的調査

・断層変位地形
・地盤変動

ａ５．地表地質調査

・活断層露頭

ａ６．地球物理学的調査
・重力異常（ブーゲー重力）
・弾性波探査

（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（１/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（62/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（４/43）

検討フローに基づく資料構成

(1) Ａ．一般的な活断層調査による評価

下北半島西部における，通常の活断層調査に用いられる手
法を適用した場合の予見性を評価する。

(3) Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因

下北半島西部における，断層露頭を見出しにくくさせる要因の
分布を確認する。

(2) Ｂ．地震発生ポテンシャル

下北半島西部における，地震発生ポテンシャルを確認する。

(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ

下北半島西部における，断層露頭が見出しにくい地震の発生
し易さを評価する。

(5) Ｄ．変動地形学的調査

下北半島西部における，累積的な変位，隆起量急変部及び
断層変位地形の分布を調査する。

(6) Ｅ．構造地質学的調査

下北半島西部における，累積的な変位の成因となる地殻変
動及びそれにより形成された地表付近の地質構造を調査する。

(7) 震源として考慮する活断層の位置・規模

下北半島西部における，伏在活断層の位置・規模を評価する。
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a1. 大局的地質構造（1/5）：火山帯

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所

東北地方のカルデラと地質断層
（布原ほか，2008）に加筆

• 下北半島西部は，「東日本火山帯」の火山フロント付近に位置し，カルデラも認められる。
• 火山フロント付近は，東西圧縮応力によって短縮変形が卓越する地域とされている。（長谷川ほか，2004）

日本列島周辺の第四紀火山フロント
（核燃料サイクル開発機構，1999）に加筆
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（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（２/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（63/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（５/43）

大間原子力
発電所



東北日本の火山フロント
（Tamura et al.，2002）に加筆

• 「東日本火山帯」の火山フロントを形成するマグマの上昇経路は，ホットフィンガーと呼ばれている。（Tamura et al.，2002）

• 下北半島西部は，南から8本目のホットフィンガーに位置しており，火山が卓越する地域である。

• 奥羽脊梁山地において火山が卓越する地域は，非弾性変形が卓越する地域とされている。（長谷川ほか，2004）

東北日本のマントルウェッジのホットフィンガー
（Tamura et al.，2002）に加筆

ホットフィンガー

太平洋プレート
上面深度

a1. 大局的地質構造（2/5）：ホットフィンガー
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（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（３/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（64/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（６/43）

火山フロント

火山

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所



地震地体構造区分図
(垣見ほか，2003）に加筆

地震地体構造区の特徴

• 垣見ほか（2003）は，既往の知見を比較したうえで，垣見ほか（1994）の区分図を，
各区の特徴，Ｍｍａｘ，特定断層などに関して，最新のデータと知見に基づいて改定し，
新たな地震地体構造区分図を作成している。

• 下北半島西部は，「（８Ｃ）東北日本弧内帯」に位置する。

• 「（８Ｃ）東北日本弧内帯」の地形・地質は，火山性内弧，隆起優勢，脊梁山地であ
り，逆断層～褶曲が発達し，浅発大・中地震活動が「高」とされている。
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a1. 大局的地質構造（3/5）：地震地体構造区(1/2)

162
（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（４/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（65/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（７/43）

大間原子力
発電所
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• 萩原編（1991）は，過去の地震地体構造研究から，それぞれの地形・地質学的・地球
物理学的な共通の特徴を抽出し，地震地体構造区分図を作成している。

• 下北半島西部は， （Ｅ１）東北日本内帯陸域に区分され，Ｍｍａｘ＝6.7とされている。

a1. 大局的地質構造（4/5）：地震地体構造区(2/2)

（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（５/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（66/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（８/43）

地震地体構造区分図
(萩原編，1991)に加筆

地震地体構造区の特徴

大間原子力
発電所



• Wallis et al.(2020)は，既往研究を参照し先新第三系の地帯構造区分を作成している。
• 下北半島西部の地質構造区は，「（NK）北部北上帯-渡島帯」に位置し，中生代ジュラ紀付加体を主体とするとされている。

a1. 大局的地質構造（5/5）：先新第三系の地質構造区
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日本の地体構造区分図 （Wallis et.al.，2020)に加筆

（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（６/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（67/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（９/43）

大間原子力
発電所



大間敷地近傍の活断層分布図
（活断層研究会，1991）を抜粋，加筆

大間敷地近傍の活断層分布図
（産業技術総合研究所「活断層データベース」）に加筆

a2. 文献活断層：新編 日本の活断層/活断層データベース
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（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（７/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（68/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（10/43）

0 10 20 km

活断層

函館平野西縁断層帯

0 10 20 km

清水山南方断層

横浜断層

一切山東方断層

根岸西方断層

茂辺地断層

函館平野西縁断層帯

• 新編日本の活断層（活断層研究会編，1991）では，下北半島西部の南部に短い確実度Ⅲのリニアメントが複数示されており，これ
らは断層の実体が無いあるいは後期更新世以降の活動が無いことを確認済みである。

• 産業技術総合研究所の「活断層データベース」には，下北半島西部に活断層の記載はない。

大間原子力
発電所 大間原子力

発電所
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a3. 地質断層：地質図/地質構造図

（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（８/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（69/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（11/43）

• 下北半島西部には活断層は認められず，図面に示す規模の地質断層も認められない。

• 西側海岸中央付近を中心とした新第三系の半ドーム状の構造と，それを不整合に覆う主に鮮新世のカルデラ火山噴出物と第四
紀火山噴出物が分布する。

• 敷地近傍では海成段丘が発達し，変位基準が多い。

下北半島西部の地質図 下北半島西部の地質構造図

Q12_vis_al

0 5 10 km

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所
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（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（９/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（70/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（12/43）

0 2km

➀

②

③

※２ 第983回審査会合資料2-4-2「4.1二ツ石ﾘﾆｱﾒﾝﾄ」（P.4-
2～P.4-17）を参照。

※３ 第983回審査会合資料2-4-2「4.2材木ﾘﾆｱﾒﾝﾄ」（P.4-
20～4-33）を参照。

※４ 第983回審査会合資料2-4-2「4.3原田東方ﾘﾆｱﾒﾝﾄ」
（P.4-36～4-50）を参照。

※１ 活動性評価の結果は，第983回審査会合資料2-4-1-1
「1.4.2 陸域の活断層（概要）」（P.1-34～P.1-40）を参照。

注） 本図の範囲における文献地質断層について，第983
回審査会合資料2-4-2「1.3文献地質断層」を参照。

「断層地形の可能性がある地形」

Ｄランク

Ｅランク

① 二ツ石リニアメント※２

② 材木リニアメント※３

③ 原田東方リニアメント※４

（いずれも後期更新世以降の
活動は認められない。※１）

呼 称

a4. 変動地形学的調査（1/2）：断層変位地形

• 敷地近傍において，空中写真判読により地形
要素を抽出し，断層地形の可能性がある地形
を認定している。

• 断層地形の可能性がある地形には，2008年
岩手・宮城内陸地震層相当の長さ（26ｋｍ）のも
のはない。

• これら地形に対して地質構造調査を実施し，
後期更新世以降の活動が認められないことを
確認している。

第983回審査会合

資料2-4-2 P.3-11 一部修正

大間原子力
発電所



• 敷地前面海域の海上音波探査により，中新世（Ｅ層）上面以上の地層に広域的な地盤
変動が認められてる。

• 第四系下面（Ｃ層下面）で700ｍ以上の標高差となっているが，地層は緩やかに連続し
て変形しており，局所的な変化帯は認められない。

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

撓 曲

海域は海底地質を示す。
陸域は地質構造を示す。

津軽海盆
海底水道

海底水道 汐首海脚南東方海域

角度は水平・垂直比
が１：１の傾斜角度

0 5km
V.E.=5

海域地質凡例陸域地質構造凡例

約
7
0
0
ｍ

断面位置図

a4. 変動地形学的調査（2/2）：地盤変動
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脇野沢

大畑川

福浦

長浜

大畑

川代

松ヶ崎

黒崎

赤川沖

二枚橋

佐井

赤川

津軽海盆
三石

折戸山

弁天島

大間

易国間奥戸

汐首海脚南東方海域

（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（10/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（71/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（13/43）

大間原子力
発電所



• 下北半島西部において，文献地質断層及び変動地形の可能性がある地形（リニアメント）を対象に地質構造調査を実施して
おり，活動性の有無を問わず，連続性のある断層露頭は認められていない。

• なお，小規模で変位のある割目はしばしば認められるが，これらは系統的な連続性が追跡できないもの，あるいは褶曲に伴
う層内で閉じたものが主体であり，震源断層を想定するものは認められていない。
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a5. 地表地質調査：活断層露頭

（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（11/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（72/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（14/43）



東北日本の地質図
（NUMO，2004)に加筆

No.20

No.8

No.19

下北半島

亀田半島

夏泊半島

ブーゲー重力異常図（補正密度2.3g/㎤
（産業技術総合研究所，2013）に加筆

亀田半島

下北半島

津軽海盆
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（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（12/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（73/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（15/43）

• 重力異常図が先古第三系の分布と相関が良いことから推察して，比較的中間的な重力異常域である下北半島西部は，古第三系・新第三
系が薄く，先古第三系が浅いものと判断され，実際に一部地域では先古第三系が地表に露出している。

• また，下北半島西部には，震源周辺と同様に，明瞭な直線状の重力急変部は認められない。

先新第三系基盤の深度分布図 （北村編，1986)を編集

No.8

No.19

凡例

No.20

a6. 地球物理学的調査（1/2）：重力異常（ブーゲー重力）

北
上
山
地

奥
羽
脊
梁
山
地

0 50 km

0 50 km

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所
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a6. 地球物理学的調査（2/2）：弾性波探査

（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（13/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（74/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（16/43）

• 敷地前面海域において，他機関によるものも含め，図に示す測線の海
上音波探査記録を判読し，断層を認定している。

• 判読された断層には，広域的な地盤変動の成因となるものは認められ
ない。

• 敷地に近い活断層は，F-14断層，F-18断層～F-22断層（敷地西方沖
断層）であるが，現在の東西圧縮応力場において逆断層として活動する
走向ではない。
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（1）Ａ．一般的な活断層調査による評価（14/14）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（75/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（17/43）

ａ1．大局的地質構造 結果 予見性の評価 予見性の評価
火山帯・

ホットフィンガー
「東日本火山帯」の８本目のホットフィンガーに位置
する。カルデラは敷地近傍から離れている。

△

火山フロントに位置し，プレート運動による東西
圧縮応力で短縮変形する地域であり，活断層の
分布が疑われる。

一方で，火山帯に位置し，非弾性変形が卓越
する地域でもある。

△

火山フロントに位置し，プレート運動によ
る東西圧縮応力で短縮変形する地域であ
り，活断層の分布が疑われる。

一方で，火山帯に位置し，非弾性変形が
卓越する地域でもある。

地震地体構造区
「（８Ｃ）東北日本弧内帯」に位置し，逆断層～褶曲
が発達し，浅発大・中地震活動が「高」とされている。

先新第三系の
地質構造区

「（NK）北部北上帯」
（中生代ジュラ紀付加体が主体）

ａ2．文献活断層 結果 予見性の評価 予見性の評価

(新編)日本の活断層
活断層データベース

敷地近傍に活断層は示されていない。
主要（長大）活断層帯からも離れている。

☓
文献活断層が示されない地域であり，主要（長

大）活断層帯からも離れていおり，活断層の兆候
が無い。

△
文献活断層は示されていないが，主要

（長大）活断層帯の延長部に相当するため，
震源断層の延長が疑われる。

ａ3．地質断層 結果 予見性の評価 予見性の評価

地質図/地質構造図 図示する規模の地質断層は認められない。 ☓ 地質断層も認められず，活断層の兆候が無い。 △
震源断層である山地/低地境界の断層

は示されていないが，付随して活動した
「餅転-細倉構造線」は示されている。

ａ4．変動地形学的調査 結果 予見性の評価 予見性の評価

断層変位地形
震源規模に見合う規模の断層地形の可能性があ

る地形は判読されず，また判読される地形に活動性
は認められない。

☓
明瞭な断層変位地形が認められず，活断層の

兆候が無い。
☓

断層変位地形は，地震直後でも不明瞭
であり，単独での予見はできない。

地盤変動
広域的で緩やかな地盤変動が認められるが，そこ

に局所的な変化帯は認められない。
☓

緩やかな地盤変動のみであり，活断層の兆候
が無い。

○
胆沢川において下刻量の変化帯が認識

されており，伏在（活）断層が強く示唆され
る。

ａ5．地表地質調査 結果 予見性の評価 予見性の評価

活断層露頭
活動性の有無を問わず，連続性のある断層露頭

は認められていない。
☓

連続性のある断層露頭がなく，活断層の兆候
が無い。

△
既往地質図の地質断層にて現地調査を

実施していれば，活動性が確認できた。
ａ6．地球物理学的調査 結果 予見性の評価 予見性の評価

ブーゲー重力異常
先古第三系が浅いと判断される。

明瞭な直線状の重力急変部は認められない。
☓

先古第三系の変位が把握し易いにも拘らず断
層を示唆する構造が無く，活断層の兆候が無い。

△ 断層分布の可能性が認められる。

弾性波探査
海上音波探査には広域的な隆起の成因となる活

断層は認められない。
☓

海上音波探査では，隆起の成因となる断層が
認められず，活断層の兆候が無い。

○
反射法地震探査では，震源断層となる伏

在断層を捉えている。

• 全国を一律に評価する文献からは，「a1.大局的地質構造」において活断層の分布が疑われるが，「a2.文献活断層」や「a3.地
質断層」の分布図では活断層の兆候が無い。

• 下北半島西部を対象とした現地調査では，「a4.変動地形学的調査」，「a5.地表地質調査」及び「a6.地球物理学的調査」のい
ずれも，活断層の兆候が無い。

○：活断層の分布が強く示唆される，△：活断層の分布が疑われる，×：活断層の兆候が無い

（参考）2008年岩手・宮城内陸地震の震源周辺
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Ａ．一般的な活断層調査による評価

Step１へ

活断層を示唆する
具体的な地質性状が無い
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ｂ１．ひずみ集中帯

・地質学的ひずみ集中帯
・測地学的ひずみ集中帯

ｂ２．主要（長大）活断層帯の延長

ｂ３．山地-平野・盆地境界

ｂ４．重力基盤構造

ｂ５．地震・発震機構

・既往微小地震分布

・速度構造

(2)Ｂ．地震発生ポテンシャル（１/７）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（76/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（18/43）

検討フローに基づく資料構成

(1) Ａ．一般的な活断層調査による評価

下北半島西部における，通常の活断層調査に用いられる手
法を適用した場合の予見性を評価する。

(3) Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因

下北半島西部における，断層露頭を見出しにくくさせる要因の
分布を確認する。

(2) Ｂ．地震発生ポテンシャル

下北半島西部における，地震発生ポテンシャルを確認する。

(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ

下北半島西部における，断層露頭が見出しにくい地震の発生
し易さを評価する。

(5) Ｄ．変動地形学的調査

下北半島西部における，累積的な変位，隆起量急変部及び
断層変位地形の分布を調査する。

(6) Ｅ．構造地質学的調査

下北半島西部における，累積的な変位の成因となる地殻変動
及びそれにより形成された地表付近の地質構造を調査する。

(7) 震源として考慮する活断層の位置・規模

下北半島西部における，伏在活断層の位置・規模を評価する。
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(2)Ｂ．地震発生ポテンシャル（２/７）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（77/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（19/43）

（a）GPSデータから求めた東西歪分布。期間は1997年～2001年。赤点は同じ期間に発生した深さ40 kmより
浅い微小地震の震源を示す。陸地の細線は歪量の等値線．

（b）地震波トモグラフィーによる深さ 40 kmでのS波速度偏差分布。（Nakajima et. al. ，2001)より。△は活火山。

地質学的ひずみ集中帯等分布図
（産業技術総合研究所，2009)に加筆

• 地質学的歪み集中帯は，最近200万年～300万年間の断層活動による歪みが蓄積したゾーンとされ（岡村，2010），測地学的ひずみ集中帯は，
特定の観測期間での歪速度の大きい領域をカラースケールで示すものである。

• 下北半島西部は，地質学的歪み集中帯には該当せず，測地学的なひずみは，全体に緩やかな東西短縮領域となっている。

(b) S波速度構造
（Nakajima et al.，2001）に加筆

(a) 東西歪速度分布図
（Miura et al.，2004）に加筆

-6

-3

0

3

6

速度偏差
（％）

b1.ひずみ集中帯 大間原子力
発電所

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所



活断層分布図
（産業技術総合研究所「活断層データベース」に加筆）
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b2.主要（長大）活断層帯の延長

(2)Ｂ．地震発生ポテンシャル（３/７）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（78/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（20/43）

• 下北半島西部には主要（長大）活断層帯は分布しておらず，敷地に至近の函館平野西縁断層帯とは40ｋｍ以上離れており，延長方向
からも外れている。

• また，下北半島西部には，図示する規模の地質断層は認められない。

0 20 km

活断層

函館平野
西縁断層帯

下北半島西部の地質構造図

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所



17)

48)

下北半島西部のMIS5e面旧汀線標高

▲ MIS7 面旧汀線標高
● MIS5e面旧汀線標高

下北半島西部

グラフに示す範囲

下北半島西部

海成段丘の出典：
秋田県(2001)
小池・町田(2001)
小疇ほか(2003)
東北電力(2011)
東北電力(2014)
Matsu’ura et al. (2014)

河成段丘の出典：
田力・池田(2005)
幡谷(2006)
田力ほか（2009）
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b3．山地-平野・盆地境界

(2)Ｂ．地震発生ポテンシャル（４/７）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（79/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（21/43）

• 敷地は山地西側の海成段丘面に位置し，その山地/台地境界は過去の侵食崖である。震源周辺と同様な山地/低地境界は山地の東縁
にあり，変化は緩やかで明瞭なリニアメントは判読されない。

• 海成段丘の標高を使った隆起量分布では，山地から低地へとなだらかに変化する。

活断層分布図
（産業技術総合研究所「活断層データベース」に加筆）

0 20 km

活断層

函館平野
西縁断層帯

敷地周辺

大間原子力
発電所



• ブーゲー重力異常図によれば，下北半島西部は古第三系・新第三系が薄く，先古第三系が
浅いものと判断される。

• 直線状の重力急変部は認められず，重力基盤図には断層を示唆する構造は認められない。
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b4.重力基盤構造

(2)Ｂ．地震発生ポテンシャル（５/７）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（80/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（22/43）

(産業技術総合研究所地質調査総合センター（2013）：数値地質図Ｐ－２ 日本
重力データベース ＤＶＤ版，独立行政法人産業技術総合研究所)を使用

重力基盤図（基盤と表層の密度差を0.4g/cm3）

ブーゲー重力異常図（補正密度2.3g/ｃｍ3）

（産業技術総合研究所，2013）に加筆
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大間原子力
発電所

大間原子力
発電所



東西歪速度分布及び
震源分布図（1997年～2001年）

（Miura et al.，2004）に加筆

震源分布図の範囲

• 下北半島西部では，南端付近（C）と北東沿岸（D）に，それ
ぞれ地震活動帯が見られる。

• 東西の短縮歪みの顕著な領域は認められない。また，部分
溶融域を示唆する地震波低速度帯との対応は不明瞭である。

• 下北半島西部は，広域的には低速度領域と判断される。
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b5.地震・発震機構（1/2） ：既往微小地震分布

(2)Ｂ．地震発生ポテンシャル（６/７）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（81/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（23/43）

P波速度偏差分布図

平均速度 6.5km/s
□：観測点

大間原子力
発電所

2003年07月～2019年8月，M<5.0，震源深さ0～20㎞

42.0°

140.5°140.0° 141.5°
41.0°

141.0°

0 25 50 km

P波速度偏差分布図の範囲

C

大間原子力
発電所

震源分布図（気象庁一元化震源：2003～2019年）を加工

長谷川ほか(2004)
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(2)Ｂ．地震発生ポテンシャル（７/７）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（82/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（24/43）

ｂ1．ひずみ集中帯 結果 地震発生ポテンシャルの評価 地震発生ポテンシャルの評価

地質学的歪み集中帯 地質学的歪み集中帯には該当しない。

☓
地質学的にも測地学的にもひ

ずみ集中帯には該当しない。
○

数百万年間で蓄積された歪み域と最近数年での歪
み域との双方に該当しており，伏在活断層が分布する
可能性が高い。測地学的ひずみ集中帯 緩やかな東西短縮領域である。

ｂ2．主要活断層帯の延長 結果 地震発生ポテンシャルの評価 地震発生ポテンシャルの評価

活断層データベース 主要（長大）断層帯から離れている。
☓

主要（長大）活断層帯から離れ
ており，文献断層も分布しない。

○
主要（長大）活断層帯の延長部にあり，また地質断層

が多く認められていることから，伏在活断層が分布す
る可能性が高い。地質図 図示する規模の地質断層は認められない。

ｂ3．山地-平野・盆地の境界 結果 地震発生ポテンシャルの評価 地震発生ポテンシャルの評価

地形
敷地近傍は山地西側の海成段丘面に位置する。

山地/低地境界は山地の東側にあり，敷地近傍か
ら離れており，且つリニアメントは判読されない。 ☓

敷地近傍は山地/低地境界から
離れており，また隆起量分布には
局所的な隆起が認められない。

△
山地での局所的で累積的な隆起は明瞭であり，伏在

活断層が分布する可能性がある。
隆起量分布

海成段丘の標高を使った隆起量分布では，山地
から低地へとなだらかに変化し，変化量も小さい。

ｂ4．重力構基盤構造 結果 地震発生ポテンシャルの評価 地震発生ポテンシャルの評価

重力異常（ブーゲー重力）
大局的に中間的な重力異常域にあり，直線状の

重力急変部は認められない。 ☓
重力構造には，断層を示唆する

ものが無い。
△

Ｎ－Ｓ方向に延びる重力変換部の上盤側で，一部に
局所的な落差構造があり，伏在断層が分布する可能
性がある。重力基盤 断層を示唆する重力基盤構造は認められない。

ｂ5．地震・発震機構 結果 地震発生ポテンシャルの評価 地震発生ポテンシャルの評価

既往微小地震分布
２つの地震活動帯が認められるが，地震波低速

度領域との対応は不明瞭である。
☓

広域的には地震波低速度領域
であるため，非弾性変形が主体
であると判断される。

△

非弾性的な地震波低速度領域に挟まれる地震波高
速度領域にあるため，弾性変形によるひずみエネル
ギーの蓄積が期待され，地殻流体の供給も期待される
ことから，断層が繰り返し活動する条件を満たしている。

ただし，詳細な地震波速度構造が不明な場合，広域
的には非弾性変形領域と判断される。

速度構造 広域的には低速度領域である。

• 下北半島西部の地盤変動は非弾性変形が主体であり，伏在する活断層を示唆する兆候が無いため，地震発生ポテンシャルは認
められない。

○：ポテンシャルが高い，△：ポテンシャルがある，×：ポテンシャルが認められないＢ．地震発生ポテンシャルのまとめ
（参考）2008年岩手・宮城内陸地震の震源周辺
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ｃ１．火山

・新第三紀カルデラ火山
・第四紀火山

ｃ２．地すべり

・地すべり地形

(3)Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因（１/５）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（83/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（25/43）

検討フローに基づく資料構成

(7) Ａ．一般的な活断層調査による評価

下北半島西部における，通常の活断層調査に用いられる手
法を適用した場合の予見性を評価する。

(3) Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因

下北半島西部における，断層露頭を見出しにくくさせる要因の
分布を確認する。

(2) Ｂ．地震発生ポテンシャル

下北半島西部における，地震発生ポテンシャルを確認する。

(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ

下北半島西部における，断層露頭が見出しにくい地震の発生
し易さを評価する。

(5) Ｄ．変動地形学的調査

下北半島西部における，累積的な変位，隆起量急変部及び
断層変位地形の分布を調査する。

(6) Ｅ．構造地質学的調査

下北半島西部における，累積的な変位の成因となる地殻変
動及びそれにより形成された地表付近の地質構造を調査する。

(7) 震源として考慮する活断層の位置・規模

下北半島西部における，伏在活断層の位置・規模を評価する。
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• 敷地近傍は，新第三紀のカルデラ火山から離れており，火砕流堆積物は到達していない。

• 敷地近傍の基盤は十分固結した新第三紀中新世の海成堆積層であり，震源断層のせん断変位は剪断面として地表に出現すると判断される。
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c1.火山：新第三紀カルデラ火山

(3)Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因（２/５）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（84/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（26/43）

大畑カルデラ

野平カルデラ

下北半島西部の
新第三紀カルデラ噴出物の分布図

大間原子力
発電所



• 敷地近傍は，第四紀火山から離れており，火砕流堆積物は到達していない。
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(3)Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因（３/５）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（85/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（27/43）

c1.火山：第四紀火山

下北半島西部の
第四紀火山噴出物の分布図

恐山

大畑カルデラ

於法岳
野平カルデラ

陸奥燧岳

Q12_vis_al

Q11_vas_ap

大間原子力
発電所



• 下北半島西部では，地すべり地形は多くは認められない。

• 地形判読では，河谷による差別侵食が進行しており，地質構造が地形に
現れやすいと判断される。

• なお，下北半島西部にすべり面となる地層は認められない。
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c2.地すべり：地すべり地形

(3)Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因（４/５）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（86/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（28/43）

地すべり分布図
「防災科学研究所地すべり分布図」）に加筆

※カルデラ分布は布原ほか（2008），断層は産業技術総合研究所，地質図navi による

0 10km

大間原子力
発電所
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Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因のまとめ

(3)Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因（５/５）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（87/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（29/43）

（調査項目） 結果 活断層の見出しやすさの評価 活断層の見出しやすさの評価

ｃ1．カルデラ
新第三紀から第四紀にかけてのカルデラ火山及

び第四紀火山が分布するが，敷地近傍から大きく
離れており，火砕流堆積物は到達していない。

○

下北半島西部では，一部にカルデラがあるも
のの，厚くルーズな堆積層が分布しないため，
せん断変位が吸収されて断層変位地形が見出
しにくくなることはない。

☓

一般に噴火による火砕流堆積物は空隙が多いルー
ズな堆積層を成し，さらにカルデラ噴火では大量に厚
く堆積すると考えられるため，カルデラ火山等の火砕
流堆積物に覆われる震源周辺は，せん断変位が吸収
されて断層変位地形が見出しにくくなると判断される。

ｃ2．地すべり
地すべり地形は少なく，また，広範囲の層面すべ

りは想定されない。
○

地すべりが生じないため，変位地形が被覆さ
れ，断層変位地形が見出しにくくなることはない。

☓

地震発生時の地表痕跡での鉛直変位量は50ｃｍ以
下であり，広範囲の層面すべりに限らず，図示されな
い規模の地すべり移動体や崖錐などによっても，容易
に変位地形が被覆され，断層変位地形が見出しにくく
なると判断される。

• 下北半島西部では，一部にカルデラがあるものの，ルーズな火砕流堆積物が被覆せず，地すべり地形も少ないため，震源断層の
せん断変位は，吸収または被覆されることなく地表痕跡や断層変位地形として地表に現れ，残存する環境にあるものと判断される。

○：活断層が見出しやすい，△：どちらとも言えない，×：活断層が見出しにくい

（参考）2008年岩手・宮城内陸地震の震源周辺
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4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（88/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（30/43）

検討フローに基づく資料構成

(1) Ａ．一般的な活断層調査による評価

下北半島西部における，通常の活断層調査に用いられる手法
を適用した場合の予見性を評価する。

(3) Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因

下北半島西部における，断層露頭を見出しにくくさせる要因の
分布を確認する。

(2) Ｂ．地震発生ポテンシャル

下北半島西部における，地震発生ポテンシャルを確認する。

(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ

下北半島西部における，断層露頭が見出しにくい地震の発生
し易さを評価する。

(5) Ｄ．変動地形学的調査

下北半島西部における，累積的な変位，隆起量急変部及び断
層変位地形の分布を調査する。

(6) Ｅ．構造地質学的調査

下北半島西部における，累積的な変位の成因となる地殻変動
及びそれにより形成された地表付近の地質構造を調査する。

(7) 震源として考慮する活断層の位置・規模

下北半島西部における，伏在活断層の位置・規模を評価する。
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(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ（１/２）
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地震発生ポテンシャルは認められず，また断層露頭を見出しにくくさせる要因も無いため，「断層露頭の
見出しにくい地震が発生し易い地域」には該当しないと評価される。

Ｓｔｅｐ１：地域特性の確認

【Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因の確認】

【断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さの評価】

【Ｂ．地震発生ポテンシャルの確認】
• 下北半島西部の地盤変動は非弾性変形が主体であり，伏在する活断層を示唆する兆候が無いため，地震
発生ポテンシャルは認められない。

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（89/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（31/43） (4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ（２/２）

• 下北半島西部では，カルデラ内を除いてルーズな火砕流堆積物が被覆せず，地すべり地形が少ないため，
震源断層のせん断変位は，吸収または被覆されることなく地表痕跡や断層変位地形として地表に現れ，残存
する環境にあるものと判断される。

断層露頭の見出しにくい地震
が発生し易い地域に該当しない

検討フローはこれで終了となるが，
念のためStep２に進む。

活断層を示唆する
具体的な地質性状が無い

Ａ．一般的な活断層調査

Ｓｔｅｐ１：地域特性の確認

一般的な活断層調査
で把握可能
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ｄ１．隆起量分布

・陸域（河成段丘/海成段丘）

・海域（隆起域/傾動域）

ｄ２．断層変位地形

・段丘面の崖/撓み

・断層地形/断層露頭

（5）Ｄ．変動地形学的調査（１/６）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（90/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（32/43）

検討フローに基づく資料構成

(1) Ａ．一般的な活断層調査による評価

下北半島西部における，通常の活断層調査に用いられる手
法を適用した場合の予見性を評価する。

(3) Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因

下北半島西部における，断層露頭を見出しにくくさせる要因の
分布を確認する。

(2) Ｂ．地震発生ポテンシャル

下北半島西部における，地震発生ポテンシャルを確認する。

(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ

下北半島西部における，断層露頭が見出しにくい地震の発生
し易さを評価する。

(5) Ｄ．変動地形学的調査

下北半島西部における，累積的な変位，隆起量急変部及び
断層変位地形の分布を調査する。

(6) Ｅ．構造地質学的調査

下北半島西部における，累積的な変位の成因となる地殻変
動及びそれにより形成された地表付近の地質構造を調査する。

(7) 震源として考慮する活断層の位置・規模

下北半島西部における，伏在活断層の位置・規模を評価する。
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0.11m/ky

弁天島

貝崎

二枚橋

大間

佐井

赤川

長浜

奥戸 易国間

調査地点

Ｍ３面 (MIS５ｃ)

Ｍ１面 (MIS５ｅ)

Ｈ４面 (MIS７)

（大畑川流域：図示範囲）

海成段丘面旧汀線調査位置図

• 敷地近傍では海成段丘面が広く発達しており，旧汀線標高によって隆起速度分布を精度よく把握できる。調査の結果，隆起速度分布
の変化が緩やかで，南西方向に向かい概ね一定の勾配で速度が低下し，海域に至ることを確認している。

• 内陸の大畑川では河成段丘の比高を用いて隆起速度分布を把握し，流域に隆起速度の変化帯が無いことを確認している。

河成段丘面による隆起速度分布図

確認地点
MF２面-LF面の比高による

MF１面-LF面の比高による

大畑川

河成段丘面調査位置図
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d1.隆起量分布(1/2)：陸域（河成段丘/海成段丘）

（5）Ｄ．変動地形学的調査（２/６）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（91/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（33/43）

大
間

二
枚
橋

赤
川

北東側海岸 隆起速度分布

易
国
間

弁
天
島

Ｍ３面
Ｍ１面
Ｈ４面

西側海岸 隆起速度分布図

大
間

佐
井

奥
戸

弁
天
島

Ｍ３面
Ｍ１面
Ｈ４面
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資料2-4-1 P.7-32 一部修正
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（5）Ｄ．変動地形学的調査（３/６）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（92/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（34/43）

津軽海盆

F-15

海底水道

約
7
0
0
ｍ

海域地質凡例

• 下北半島西部に更新世以降に生じている海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起ならびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾
動を「第四紀広域隆起」と呼称する。

• 沈降域を除いても東西約60kmに渡る広域的で緩やかな地殻変動であり，傾動部は一定の傾斜を示し，断層を示唆する局所的な変位・変
形及び隆起速度急変部は認められない。

海底水道 汐首海脚南東方海域

約
7
0
0
ｍ断面位置図

角度は水平・垂直比が
１：１の傾斜角度

0 5km
V.E.=5

第四紀広域隆起

隆起の分類

沈降域 傾動域 傾動域隆起域

※１ 第983回審査会合資料2-4-1 「7.2.2 海域の隆起傾向」（P.7-15）を参照。

敷地前面海域における堆積構造の解析によって，鮮新世以降の地盤変動を把握している。

• 図中の傾動域において，Ｃ層（下部更新統）には明瞭な“growth strata”が認められ，Ｄ層（鮮新統）には“pre-growth strata”が認められる
ことから，前期更新世に活動を開始していることが分かる※１。

• 第四紀（Ｃ層堆積開始以降）の累積落差は700ｍ以上であり，平均0.25～0.3m/ky程度の隆起速度差となる。（700ｍ/2580ky≒0.27m/ky）

• この700mの累積落差をもたらす地殻変動において，Ｅ層（中新統）には新たな断層は形成されておらず，全体の緩やかな変形により落差
を吸収している。

d1.隆起量分布(2/2)：海域（隆起域/傾動域）



第983回審査会合

資料2-4-2 P.8-12 一部修正
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d2.断層変位地形(1/2)：段丘面の崖/撓み

（5）Ｄ．変動地形学的調査（４/６）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（93/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（35/43）

大間原子力発電所 • 敷地近傍では海成段丘面が広く発達している。航空
レーザ測量で作成した地形図において，段丘面に崖や
撓みは認められない。※１

※１ 段丘面を横断する地形断面は，第983回審査会合資料2-4-2「8.4(1)海
成段丘面の標高比較」（P.8-66～P.8-74）を参照



第983回審査会合

資料2-4-1 P.1-38 一部修正
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d2.断層変位地形(2/2)：断層地形/断層露頭

（5）Ｄ．変動地形学的調査（５/６）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（94/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（36/43）

断層地形の可能性がある地形の分類は，断層地形のポテン
シャルが高いものからA～Eの５ランクとした。

記号の短線は縦ずれの低下側を示す。

※１ 区間によりランクが異なる場合は，最大ランクを表示。
※２ 活断層研究会編（1991）44）。

30
ｋ
ｍ

⑧恐山東山麓
リニアメント

①二ツ石リニアメント

②材木リニアメント

⑤福浦リニアメント

⑥野平リニアメント

④赤川リニアメント③原田東方
リニアメント

• 敷地周辺に分布する断層地形の可能性がある地形を判読し，活動性評価を
実施している。下北半島西部には，活断層は認められない。

• また，下北半島西部の地表踏査によれば，連続性のある規模の大きな断層
露頭は認められない。

活動性評価の結果（概要）

：震源として考慮する活断層 活動性評価の結果： ○あり，×なし

⑦清水山南方断層

番号 断層・リニアメント名
当社による
ランク※１

文献※２

による確実度
評価長さ 敷地からの距離

活動性評価の結果

活動性
評価の掲載箇所

(第983回審査会合)

① 二ツ石リニアメント Ｅ なし - - ×

補足説明資料，
4.1～4.6

② 材木リニアメント Ｄ なし - - ×

③ 原田東方リニアメント Ｅ なし - - ×

④ 赤川リニアメント Ｄ なし - - ×

⑤ 福浦リニアメント Ｄ Ⅲ - - ×

⑥ 野平リニアメント Ｅ Ⅲ - - ×

⑦ 清水山南方断層 Ｅ Ⅲ 約11ｋｍ 約28ｋｍ ○
本編資料，3.2

補足説明資料，4.7

⑧ 恐山東山麓リニアメント Ｄ なし - - × 補足説明資料，4.8



192

D. 変動地形学的調査のまとめ

（5）Ｄ．変動地形学的調査（６/６）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（95/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（37/43）

ｄ1．隆起量分布 結果 位置・規模の評価 位置・規模の評価

陸域

河成段丘面の比高分布によれば，下北半島西部の
内陸の隆起速度は概ね一定であり，隆起速度の急変
部は無い。

海成段丘の高度分布によれば，海岸の隆起速度の
変化は緩やかで，北部から南西方向の海域に向かい
概ね一定の勾配で速度が低下しており，隆起速度の
急変部は認められない。

―

内陸の河成段丘面の比高（TT値）
分布に加え，海岸の海成段丘面の標
高，海域の堆積構造により，広範囲
の地盤変動を精度よく把握しており，
局所的な変形帯や隆起量急変部が
存在しないことを確認している。

したがって，評価対象となる伏在活
断層が想定されない。

○

河成段丘面の比高（TT値）分布により後期更新世
以降に活動した変形帯（ＷＴ）が把握され，その東縁
となる隆起量急変部（HL）によって，伏在する活断層
の存在及び地表延長位置が推定される。また，変形
帯（WT）が地震時の隆起域と同程度に広がることか
ら，変形帯（WT）の規模（約30ｋｍ）によって，伏在す
る活断層の規模の推定が可能であると判断される。

海域

海域の堆積構造の解析によれば，津軽海盆及び汐
首海脚南東方海域に沈降域があり，ここから下北半
島西部陸域の隆起域との間に一定の勾配で傾動域
が形成されており，隆起量の急変部は認められない。

（データなし）

ｄ2．断層変位地形 結果 位置・規模の評価 位置・規模の評価

段丘面の崖・撓み
敷地近傍には海成段丘面が広く分布するが，航空

レーザ測量で作成した地形図において，段丘面に崖
や撓みは認められない。

―

高精度の地形図や現地調査によっ
て，断層変位地形及び断層露頭を把
握しており，活動性のあるものは認め
られていない。

したがって，評価対象となる伏在活
断層が想定されない。

△

震源断層に付随して活動した「餅転-細倉構造線」
の断層に沿って断層変位地形が出現しており，それ
らの出現範囲は隆起域に比べて狭い。しかしながら，
トレンチ調査を実施することにより，過去の地震活動
履歴が明らかとなっている。

断層地形・断層露頭
断層地形の可能性がある地形について，活構造では

ないことを確認している。また，下北半島西部には連
続性のある規模の大きな断層露頭は認められない。

• 下北半島西部では，河成段丘の比高（TT値）に加え，海成段丘の高度分布及び海域の堆積構造により広範囲の地盤変動を精度よく把
握し，広域的な隆起は認められるが，後期更新世に活動した30ｋｍにわたる局所的な変形域や隆起量急変部が存在しないことを確認し
ており，評価対象となる伏在活断層が想定されない。

○：活動性及び位置・規模が把握される，△：活動性，位置または規模が把握される，×：活動性，位置及び規模の把握が困難

（参考）2008年岩手・宮城内陸地震の震源周辺

―：評価対象となる伏在断層が想定されない
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ｅ１．中新世以降の撓曲

・撓曲/褶曲帯
・撓曲の断層

（6）Ｅ．構造地質学的調査（１/４）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（96/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（38/43）

検討フローに基づく資料構成

(1) Ａ．一般的な活断層調査による評価

下北半島西部における，通常の活断層調査に用いられる手
法を適用した場合の予見性を評価する。

(3) Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因

下北半島西部における，断層露頭を見出しにくくさせる要因の
分布を確認する。

(2) Ｂ．地震発生ポテンシャル

下北半島西部における，地震発生ポテンシャルを確認する。

(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ

下北半島西部における，断層露頭が見出しにくい地震の発生
し易さを評価する。

(5) Ｄ．変動地形学的調査

下北半島西部における，累積的な変位，隆起量急変部及び
断層変位地形の分布を調査する。

(6) Ｅ．構造地質学的調査

下北半島西部における，累積的な変位の成因となる地殻変
動及びそれにより形成された地表付近の地質構造を調査する。

(7) 震源として考慮する活断層の位置・規模

下北半島西部における，伏在活断層の位置・規模を評価する。
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海域の地質構造凡例

活動が後期更新世に及んでいるものと評価する
断層（伏在断層）及び断層番号

断層（伏在断層）及び断層番号
断 層

伏在断層
連続性のない断層

背斜構造

向斜構造

大間原子力発電所

０ 10km

大間付近の隆起域

領域の凡例

背斜状・向斜状構造判読位置

背斜状構造の判読位置

向斜状構造の判読位置

（6）Ｅ．構造地質学的調査（２/４）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（97/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（39/43）

• 下北半島西部北端付近の中新統には連続性の無い小規模な背斜状構造，向斜状構造が多数発達する褶曲帯が認められる。鮮新統上
部以上で変形が極端に小さくなり，一部は複数の構造を包含して波長の長い緩やかな変形へと変化し，撓曲構造を成していない。

• Ｅ層（中新統）堆積末期に広く水平短縮が生じ複背斜状の構造が形成され，この活動はＤ層（鮮新統）堆積の前半まで続き，後半以降は陸
域から海域に向かう傾動運動に伴う変形に変化したと判断される。いずれも断層運動に関わるものではない。

e1.中新世以降の撓曲(1/2)：撓曲/褶曲帯

褶曲帯の詳細については，第983回審査会合資料2-4-2「1.8 海域の背斜状・向斜状構造」（P.1-280～P.1-299）を参照

第983回審査会合

資料2-4-2 P.1-281 一部修正



• 下北半島西部北端付近の褶曲帯を横断する地質断面図を示す。

• 津軽海盆及び汐首海脚東方海域の沈降に伴う広域的な地盤変動が認められるが，撓曲構造
を成していない。また，この変形の起因となる断層は認められない。

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

撓 曲

海域は海底地質を示す。
陸域は地質構造を示す。

津軽海盆
海底水道

海底水道 汐首海脚南東方海域

角度は水平・垂直比
が１：１の傾斜角度

0 5km
V.E.=5

海域地質凡例陸域地質構造凡例

約
7
0
0
ｍ

断面位置図

195

e1.中新世以降の撓曲(2/2)：撓曲の断層

（6）Ｅ．構造地質学的調査（３/４）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（98/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（40/43）

脇野沢

大畑川

福浦

長浜

大畑

川代

松ヶ崎

黒崎

赤川沖

二枚橋

佐井

赤川

津軽海盆
三石

折戸山

弁天島

大間

易国間奥戸

汐首海脚南東方海域

大間原子力
発電所
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（6）Ｅ．構造地質学的調査（４/４）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（99/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（41/43）

Ｅ．構造地質学的調査のまとめ

ｅ1．中新世以降の撓曲 結果 位置・規模の評価 位置・規模の評価

褶曲帯・撓曲帯

下北半島西部北端付近に，中新世末期
から鮮新世の前期にかけて水平方向の短
縮変形により形成された褶曲帯が認めら
れる。

海上音波探査による地質断面では，褶
曲帯は海域の沈降に伴う広域的な地盤変
動と調和しており，撓曲構造を成していな
い。

―

下北半島西部北端付近に褶曲帯が認められ
る。過去の短縮変形構造と判断され，全体は
第四紀の広域隆起と調和しており，撓曲構造
にはなっていない。海上音波探査では，褶曲帯
の深部に成因となる断層は認められない。

したがって，評価対象となる伏在活断層が想
定されない。

○

河成段丘面の比高（TT値）分布により把握された
変形帯（WT）の西部に褶曲帯（FZ）が認められ，且つ
地表全体が東傾斜のブロードな撓曲構造となること
から，西傾斜の逆断層の伏在が示唆され，反射法地
震探査では，直下に震源断層である「山地境界断
層」及び付随する断層が確認されている。

褶曲帯（FZ）及びブロードな撓曲構造は，「山地境
界断層」及び付随する断層により形成されたと判断
され，反射法地震探査によって位置が，褶曲帯（FZ）
の長さによって規模の推定が可能であると判断され
る。

撓曲帯の断層

褶曲帯を横断する海上音波探査による
地質断面には，この変形の起因となる断
層は認められない。

• 下北半島西部では，北端付近に褶曲帯が認められる。過去の短縮変形構造と判断され，全体は第四紀の広域隆起と調和して
おり，撓曲構造を成していない。また，海上音波探査では褶曲帯の深部に成因となる断層は認められておらず，評価対象となる
伏在活断層が想定されない。

○：活動性及び位置・規模が把握される，△：活動性，位置または規模が把握される，×：活動性，位置及び規模の把握が困難

（参考）2008年岩手・宮城内陸地震の震源周辺

―：評価対象となる伏在断層が想定されない
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（7）震源として考慮する活断層の位置・規模（１/２）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（100/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（42/43）

検討フローに基づく資料構成

(1) Ａ．一般的な活断層調査による評価

下北半島西部における，通常の活断層調査に用いられる手
法を適用した場合の予見性を評価する。

(3) Ｃ．断層露頭を見出しにくくさせる要因

下北半島西部における，断層露頭を見出しにくくさせる要因の
分布を確認する。

(2) Ｂ．地震発生ポテンシャル

下北半島西部における，地震発生ポテンシャルを確認する。

(4) 断層露頭が見出しにくい地震の発生し易さ

下北半島西部における，断層露頭が見出しにくい地震の発生
し易さを評価する。

(5) Ｄ．変動地形学的調査

下北半島西部における，累積的な変位，隆起量急変部及び
断層変位地形の分布を調査する。

(6) Ｅ．構造地質学的調査

下北半島西部における，累積的な変位の成因となる地殻変
動及びそれにより形成された地表付近の地質構造を調査する。

(7) 震源として考慮する活断層の位置・規模

下北半島西部における，伏在活断層の位置・規模を評価する。
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• 下北半島西部では，北端付近に褶曲帯が認められる。過去の短縮変形構造と判断され，全体は第四紀の広域隆起と調和しており，
撓曲構造を成していない。また，海上音波探査では褶曲帯の深部に成因となる断層は認められておらず，評価対象となる伏在活断層
が想定されない。

変動地形学的調査によれば，後期更新世以降に活動した局所的な変形領域や隆起量急変部が分布しないため，伏在する
活断層は想定されない。

構造地質学的調査によれば，撓曲構造やその成因となる深部の断層が分布しないため，伏在する活断層は想定されない。

• 下北半島西部では，河成段丘の比高（TT値）に加え，海成段丘の高度分布及び海域の堆積構造により広範囲の地盤変動を精度よく
把握し，広域的な隆起は認められるが，後期更新世に活動した30ｋｍにわたる局所的な変形域や隆起量急変部が存在しないことを確
認しており，評価対象となる伏在活断層が想定されない。

Ｓｔｅｐ２：「審査ガイド」に則る地盤変動の調査

【Ｅ．構造地質学的調査】

【震源として考慮する活断層の位置・規模の評価】

【Ｄ．変動地形学的調査】

（伏在活断層が想定されない。）

（7）震源として考慮する活断層の位置・規模（２/２）

4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性（101/101）

4.3.2 敷地周辺の評価（43/43）

（念のための検討）

検討フローはこれで終了となるが，
念のためStep２に進む。

一般的な活断層調査
で把握可能

Ｓｔｅｐ２：「審査ガイド」に則る地盤変動の調査：結果

断層露頭の見出しにくい地震
が発生し易い地域に該当しない

Ｓｔｅｐ１：地域特性の確認

下北半島西部は，一般的な活断層調査によって活断層が把握可能と判断され，さらに，2008年岩手・宮城内陸地震の伏在する震源
断層の位置及び規模を推定可能とする調査と同等以上の調査が実施されている。その結果，下北半島西部には広域的な隆起は認め
られるが，後期更新世に活動した30ｋｍにわたる局所的な変形域や隆起量急変部は認められず，少なくとも2008年岩手・宮城内陸地震
の震源断層に該当するような伏在する活断層は想定されない。
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4.4 地域性を考慮する地震動の評価のまとめ

４．地域性を考慮する地震動の評価

１．はじめに
1.1 基準地震動策定の全体フロー
1.2 申請後に得られた知見の反映や先行炉の審査を踏まえた主な変更点

２．震源を特定せず策定する地震動の検討概要
2.1 審査ガイド等の記載事項を踏まえた震源を特定せず策定する地震動の検討方針
2.2 震源を特定せず策定する地震動の検討フロー

３．全国共通に考慮すべき地震動の評価
3.1 2004年北海道留萌支庁南部地震における基盤地震動の知見を用いた検討

3.1.1 2004年北海道留萌支庁南部地震に関する知見
3.1.2 佐藤ほか（2013）による基盤地震動
3.1.3 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
3.1.4 震源を特定せず策定する地震動の評価に反映する基盤地震動
3.1.5 大間原子力発電所の地盤物性に応じた補正
3.1.6 震源を特定せず策定する地震動に反映する地震動

3.2 標準応答スペクトルに基づく検討
3.2.1 標準応答スペクトル
3.2.2 評価方針
3.2.3 模擬地震波の作成
3.2.4 代表波の選定
3.2.5 震源を特定せず策定する地震動に反映する地震動

3.3 全国共通に考慮すべき地震動の評価のまとめ

４．地域性を考慮する地震動の評価
4.1 地域性を考慮する地震動の選定
4.2 2000年鳥取県西部地震の地域性の検討
4.3 2008年岩手・宮城内陸地震の予見性
4.4 地域性を考慮する地震動の評価のまとめ

５．震源を特定せず策定する地震動
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4.4 地域性を考慮する地震動の評価のまとめ

４．地域性を考慮する地震動の評価

• 事前に活断層の存在が指摘されていなかった地域において発生し，地表付近に一部の痕跡が確認された地震として，「2000
年鳥取県西部地震」及び「2008年岩手・宮城内陸地震」が抽出・分類される。

• 「2000年鳥取県西部地震」は，震源周辺及び敷地周辺における地質構造や変動地形の類似性が認められないため，地域性を
考慮する地震動の検討対象地震として選定しない。

• 「2008年岩手・宮城内陸地震は，「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」に則る調査を実施していれ
ば，地震発生前に震源として考慮する活断層の位置及び規模を想定可能な地震であり，敷地ごとに震源を特定して策定する地
震動（内陸地殻内地震）の評価対象に分類されるため，地域性を考慮する地震動の検討対象地震として選定しない。

• 敷地周辺（下北半島西部）は，一般的な活断層調査によって活断層が把握可能と判断され，さらに，2008年岩手・宮城内陸地
震の伏在する震源断層の位置及び規模を推定可能とする調査と同等以上の調査が実施されている。その結果，下北半島西部
には広域的な隆起は認められるが，後期更新世に活動した30ｋｍにわたる局所的な変形域や隆起量急変部は認められず，少
なくとも2008年岩手・宮城内陸地震の震源断層に該当するような伏在する活断層は想定されない。
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全国共通に考慮すべき地震動の評価のまとめ 〔3.3節〕

全国共通に考慮すべき地震動の評価 〔３章〕

2004年北海道留萌支庁南部地震における
基盤地震動の知見を用いた検討 〔3.1節〕

標準応答スペクトルに基づく検討
〔3.2節〕

震源を特定せず策定する地震動の評価
に反映する基盤地震動 〔3.1.4項〕

大間原子力発電所の地盤物性に
応じた補正 〔3.1.5項〕

震源を特定せず策定する地震動に
反映する地震動 〔3.2.5項〕

2004年北海道留萌支庁南部地震
に関する知見 〔3.1.1項〕

標準応答スペクトル
〔3.2.1項〕

佐藤ほか（2013）による基盤地震動
〔3.1.2項〕

佐藤ほか（2013）以降の追加検討
〔3.1.3項〕

模擬地震波の作成
〔3.2.3項〕

代表波の選定
〔3.2.4項〕

評価方針
〔3.2.2項〕

震源を特定せず策定する地震動に
反映する地震動 〔3.1.6項〕

震源を特定せず策定する地震動 〔５章〕

５．震源を特定せず策定する地震動

本章の説明箇所

• 本章において，「震源を特定せず策定する地震動」について説明する。

地域性を考慮する地震動の評価 〔４章〕

地域性を考慮する地震動の選定

〔4.1節〕

地域性を考慮する地震動の評価のまとめ
〔4.4節〕

2000年鳥取県西部地震の地域性の検討
〔4.2節〕

2008年岩手・宮城内陸地震の予見性※

〔4.3節〕

※ 地域性を考慮する
地震動の選定対象外
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５. 震源を特定せず策定する地震動

震源を特定せず策定する地震動（１／３）

 全国共通に考慮すべき地震動
• 「2004年北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動」及び「標準応答スペクトルを考慮した地震動」を考慮する。

 地域性を考慮する地震動
• 2000年鳥取県西部地震（Mw6.6）については，震源周辺及び敷地周辺における地質構造や変動地形の類似性が認められ

ないため，地域性を考慮する地震動の検討対象地震として選定しない。
• 2008年岩手・宮城内陸地震（Mw6.9）については，地震発生前に震源として考慮する活断層の位置及び規模を想定可能な

地震であり，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価対象に分類されるため，地域性を考慮する地震動の検討対
象地震として選定しない。

地震動

最大加速度（ｃｍ/ｓ２）

水平方向 鉛直方向

2004年北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動 734.1 376.0

標準応答スペクトルを考慮した地震動 867.7 597.4

大間原子力発電所において震源を特定せず策定する地震動として考慮する地震動
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2004年北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動（水平方向）
標準応答スペクトルを考慮した地震動（水平方向）

５. 震源を特定せず策定する地震動

震源を特定せず策定する地震動（２／３）

応答スペクトル

鉛直方向水平方向

震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトルを示す。
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2004年北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動（鉛直方向）
標準応答スペクトルを考慮した地震動（鉛直方向）
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５. 震源を特定せず策定する地震動

震源を特定せず策定する地震動（３／３）

2004年北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動

鉛直方向水平方向

標準応答スペクトルを考慮した地震動

水平方向 鉛直方向

加速度時刻歴波形

震源を特定せず策定する地震動の加速度時刻歴波形を示す。
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（余白）
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補足説明資料・参考資料

（補足）検討に用いる地震観測記録の選定

• 3.2.3項の検討のうち，「②実観測記録位相を用いる方法」に用いる観測記録の選定に関する詳細説明。

（参考）「標準応答スペクトルを考慮した地震動」と「隆起再現断層による地震の地震動」の比較

• 標準応答スペクトルを考慮した地震動と，隆起再現断層による地震の地震動評価結果との比較。



208（補足）検討に用いる地震観測記録の選定（１／３）

• 抽出された地震観測記録に対して，ノイズ影響のない観測記録の中から最大加速度が最も大きい記録である，2004年９月

８日の地震を選定した。

※１：抽出条件
• 観測点 ：サイト内鉛直アレイ観測点
• 観測期間 ：1989年8月～2019年12月
• 震央距離 ：30ｋｍ以内
• 震源深さ ：0～20ｋｍ
• メカニズム ：指定なし
• Ｍ ：4.0程度以上※２

※２： M4.0以上の地震は１地震のみのため，Mの
範囲を拡張し，上位5地震を抽出した。

抽出された地震観測記録

No. 発生日時
震央位置

Ｍ
震央
距離
（ｋｍ）

震源
深さ

（ｋｍ）

ＮＳ成分
最大値

（ｃｍ/ｓ２）

ＥＷ成分
最大値

（ｃｍ/ｓ２）

ＵＤ成分
最大値

（ｃｍ/ｓ２）
選定

北緯（°） 東経（°）

1 1993.02.11 03:51 41.263 140.955 3.7 28 13 0.8 0.9 0.9

2 1998.10.18 01:08 41.266 140.910 4.1 27 12 4.0 3.8 2.7

3 2004.09.04 11:18 41.262 140.816 3.8 29 14 1.4 1.3 1.3

4 2004.09.08 20:59 41.261 140.817 3.7 29 12 2.3 2.0 1.8 ○

5 2016.09.25 13:03 41.553 140.608 3.7 26 13 1.4 1.2 0.9

観測記録の抽出※１

ノイズ影響の確認

最大加速度の最も大きい記録の選定

観測記録の選定フロー

No.3，4，5を選定

No.4を選定
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（補足）検討に用いる地震観測記録の選定（２／３）
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応答スペクトル（Ｔ.Ｐ. -207.5ｍ）※
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応答スペクトル（Ｔ.Ｐ. -207.5ｍ）※

No.2 1998/10/18 01:08 M4.1
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No.3 2004/9/4 11:18 M3.8

応答スペクトル（Ｔ.Ｐ. -207.5ｍ）※
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※： 応答スペクトルの周期５秒以上は，地震計の感度がやや低下するが，ノイズ影響を見やすくするために参考として示す。

• Ｎｏ．１，Ｎｏ．２の観測記録は，長周期側でノイズ影響が見られる。

• Ｎｏ．３の観測記録は，Ｎｏ．４の観測記録と比較して最大加速度が小さい。

ノイズ影響

ノイズ影響

ＮＳ成分

ＥＷ成分

ＵＤ成分

ＮＳ成分

ＥＷ成分

ＵＤ成分

ＮＳ成分

ＥＷ成分

ＵＤ成分



210（補足）検討に用いる地震観測記録の選定（３／３）
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• 標準応答スペクトルを考慮した地震動と隆起再現断層による地震の地震動評価結果※を比較して示す。

隆起再現断層による地震の震源モデル
（基本ケース，短周期レベルの不確かさケース）

水平方向 鉛直方向

隆起再現断層による地震（基本ケース）
隆起再現断層による地震（短周期レベルの不確かさケース）
標準応答スペクトルを考慮した地震動

地震規模 等価震源距離 断層最短距離

M6.9 10.3km 6.7km

標準応答スペクトルを考慮した地震動と隆起再現断層による地震の地震動との比較

断層傾斜角45°

※：第1013回審査会合 資料1-1 「5.6 地震動評価結果」を参照。
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